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ア・アセアン経済研究センター（ＥＲＩＡ） 、ラオス人民民主共和国計画投資省と共催で九月三〇日（水） 、ビエンチャンにおいて、ラオス政府への政策提言 ミナー「ラオス人民民主共和国における産業の発展：サービス自由化・投資手続きの改善・人材育成」を開催しました。　
このセミナーは本年七月に ェトロ石毛理事
長よりトンシン首相に提出された、アジア経済研究所とジェトロ海外調査部による政策提言書をラオス政府関係者に発信す とともに より具体的な政策 してどのように活用していくかを議論するために企画されたものです。　
本セミナーは講演会形式の政策提言とテーブ
ルを囲んだ政策対話の二部構成で開催され、午前中に開催された政策提言では、ジェトロ海外調査部が作成した 提言をも にした「ビジネスの視点から」の提言、アジア経済研究所が実施した研究会「ラオス経済産業貿易ビジョン」で作成された政策提言をもとにした「貿易と投資の促進」 提言の二つ セッションで、発表と質疑応答が行われました。　
また午後に開催された政策対話では「ビジネ





ー長がモデレーターとなり、磯野生茂研究員（新領域研究センター経済地理研究グループ長代理） 、田中清泰研究員（同センター技術革新グル―プ） 、ケオラ・スックニラン研究員（同センター経済地理研究グル プ） 、ＥＲＩＡエコノミスト植木靖氏がそれぞれ政策提言を行いました。　
磯野研究員はサービスの自由化がラオスの経
済成長に与える影響について ＧＳＭ（経済地理シミュレーション・モデル を用い、プラの影響が国全体に及ぶことを示しました。田中研究員は投資手続きに要する時間的コストという「政策的障壁」の改善により、海外の投資家をラオスに引き付ける可能性について提言した。また、ケオラ研究員の提言では 経済発展における産業立地が強調され ラオスにおいては都市圏の規模が五キロ半径と小さく、企業を誘致するうえでマイナスとなるため、経済特区から五キロ半径以内 おけるインフラ・住居の整備が望まれ ことが示されました。最後に植木靖氏は、日本から始まった５Ｓ（整理、整頓、清掃、清潔、しつけ）による人材育成が、国内企業と外国企業との接点を増やし、グローバル化を進めるために効果的であることを解説しました。　
その後の質疑応答では、ブンダビ計画投資副
大臣のコメントを交え 活発な質疑応答がなされ、ラオス政府関係者の関心の高さが浮き彫りになりました。
　
午後の政策対話のセッションでは、ラオス政
府の担当者を交え、輸送コスト高の問題、サービス自由化の進捗度合いについての議論を中心に、午前中に紹介された政策提言について、活発な討議が行われました。　
本政策提言セミナーの成果は、今後レポート
としてまとめられ、ラオス政府に提出される予定となっています。
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政策提言セッションの模様
